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《論　説》
「事前の預金支払制限合意」の効力
宮 川 不 可 止
は じ め に
　事前の合意の効力は民法上制約されることがある。たとえば，時効援用権を
特約により排除するなど，時効の利益をあらかじめ放棄することはできない
（民法145条，146条）。他方では，債務の不履行について損害賠償の額を予定
（合意）することは自由にできる（民法420条 1 項）。前者の場合は，相手方の利
益を一方的に奪う合意であるがゆえに，禁止規定が設けられている。後者の場
合には，裁判所はその額を増減することができないと規定されているものの，
判例法は，特約による損害賠償額が不当に過大なときには公序良俗違反として
無効とするなど，合意の効力を制限している。
　銀行取引において事前に預金の支払制限を合意した場合，その効力について
は，いわゆる拘束された即時両建預金を取引条件とする貸付けは独占禁止法に
違反するとした最高裁判例がある。しかしながら，この即時両建預金を取引条
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合意の効力が無効である場合，無効に関する体系的な研究書として，椿寿夫編・法律行為無効
の研究（日本評論社，2001年）がある。事前の合意の効力の一般につき，広中俊雄＝五十嵐清
編・法律論文の考え方・書き方103～107頁「山田卓生」（有斐閣，1983年）。
民法（債権関係）の改正に関する要綱仮案は，「民法第420条第 1 項後段を削除するものとす
る」としている（2014年 8 月26日）。
大判昭和19・ 3 ・14民集23巻147頁。
最判昭和52・ 6 ・20民集31巻 4 号449頁。この事案では，借主に十分な物的人的担保がありなが
ら，預金拘束比率52.2％，実質金利年17.2％の負担が生じた。田尾桃二「判例解説」最高裁判所
判例解説民事編（昭和52年度）191頁（法曹会，1981年）。
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件とした場合を除いて，判例法は，一般に事前の預金支払制限合意がある場合
につきその効力を制限してきた，といえるのであろうか。また，預金の支払制
限にはどのような形態があるのであろうか。当事者は債権の弁済期を自由に定
めうるためであろうか，学説では，事前の預金支払制限合意の効力につき分析
した論稿はほとんどないようであり，銀行実務においても，最近，預金拘束実
務のアンケ－ト調査が実施されたものの，この合意に関する調査項目を設けて
いない。このようにみると，事前の預金支払制限合意の効力については検討す
る価値がある，といえる。
　本稿は，事前の預金支払制限合意が存在する場合において，その合意の効力
を中心に分析するものである。預金の支払制限合意にはどのような形態があり，
一般に事前の支払制限合意の効力を制限すべきであるのか，それとも制限すべ
きではないのかという視点から検討を加える。
1　事前の預金支払制限合意の形態
　事前の預金支払制限合意については，要求払の流動預金が主対象であるだけ
に合意の効力を否定するに適した分野であるように考えられる。事前の預金支
払制限合意は，一般に当事者の力関係が非対等のもとでなされ，自由な合意形
成でない場合には，合意そのものの有効性を問題にせざるを得ないからである。
他方，事前の預金支払制限合意は，取引上の必要性と合理性を有する場合があ
り，合意内容が明確であるときには効力を認めてよいということもできる。ま
ず，預金の支払制限にはどのような形態のものがあるのであろうか。
　第一に，融資金の使途を特定の使途にあてることを合意する場合がある。こ
の場合は，預金の支払制限を直接に合意したものではないから，厳密には預金
の支払制限の合意ではない。しかし，間接的には預金の支払制限と変わらない
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我妻栄・新訂民法総則424頁（岩波書店，1965年）。
特集「預金拘束実務の現状と課題」銀行法務21．755号 7 頁（2013年）。
本多知成「預金の払戻拒絶措置の適否」金融法務事情1899号41頁（2010年）は，事前の明確具
体的な合意をしておくことは有意義である旨述べている。
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こともある。　
　設例として，融資の資金使途を工場建設資金（設備資金）とし，担保を借入
により取得する設備とする約定で融資を合意した場合について取り上げる。こ
の場合，かりに借主が借受金全額を運転資金（たとえば投資損失の穴埋め等）に
流用（預金から支払）すると，銀行は，合理的期待を有していた担保取得が困
難になり，一般的には，融資金の設備資金を他に流用することは設備の担保提
供を困難にするものといえる。ここに，なんらかの方法で融資金（設備資金）
の支出を確認し，資金流用を制限するニ－ズが生じ，銀行としても担保の取得
を融資の取引条件としたかぎり，この支払制限の合意には取引上の必要性があ
るといえる。そこで，融資金を，たとえば工事請求書等の資料により設備資金
にあてられることをチェックし，確認して預金から支払う等の方法が考えられ，
専用口座による使途支出管理の合意は，預金支払制限の合意に連結しうる。
　第二は，第一の融資金使途特定の場合と異なり，預金の支払制限を当事者間
で直接に事前に合意する場合である。ただし，事前の合意によるものとはいえ
預金支払をなんの根拠もなく全面的に禁止するのであれば，預金者の権利を奪
う不当なものとして，また，流動預金の本質に反するものとして，その合意は
無効であろう。　
　設例として，当行融資取引における担保不足状態の解消を目的に，「他行借
入金 1億円を弁済して，弁済後にその他行から不動産担保を当行に譲受ける」
ことを当事者間で合意し，これを進める方法として，他行借入弁済のための預
金 1億円を当行に預け入れした場合を想定する。ここでは，右預金については，
担保目的の支払制限という点では第一の場合と共通するものの，新規融資の取
引条件ではないことが異なる。担保目的のための預金支払制限合意であること
が明確であり，また，その後の融資取引の進展を指向するものであり，この支
払制限には取引上の合理性が存在し，借主に不利益のみを強いるものではなか
ろう。
　第三に，融資をするにあたり，その返済原資を，受注先からの入金とするこ
ととし，かつ，右回収金相当額の預金を返済以外には使用しない趣旨の支払制
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限合意をする場合もある。
　設例として，銀行が，取引先の建設工事請負会社に対して，特定工事の受注
資金を融資することとし，その返済原資を受注先からの自行預金口座への振込
入金とすることを，事前に合意した場合につき取り上げる。右回収金を返済以
外には使用禁止とする趣旨の合意でもあるから，間接的には，預金の支払制限
を合意したものとみることができる。
　しかし，この場合は，銀行には返済を受ける期待があるにせよ，返済原資は
その他の入金とともに当座預金の残高債権を構成するものであり，弁済に充当
できる特約もなく，代理受領や担保的振込指定等の担保的拘束がある場合とは
異なり，借主がこれを原材料費をはじめ運転資金に流用することを制止できず，
また，違反した場合の責任を問うことは困難ではないだろうか。
　以上，三つの場合について取り上げた。銀行取引では，実際にどのような形
での預金支払制限があるのであろうか。広義での事前の預金支払制限合意に関
する判例を取り上げて概観することにする。
2　事前の合意による預金支払制限に関する判例（後掲判例①～判例⑦）
判例①　 大阪高判昭和45・6・16金融法務事情589号32頁　債権取立請求控訴事
件・協和銀行
［事実関係］
　Y（被告，被控訴人，銀行）は，昭和43年 3 月30日，Aの父 Bとの間に銀行取
引契約を結び，同日，Bに対し，200万円を貸し付けた（猶予後の弁済期同年 7
月27日）。Aは，Bの右債務につき連帯保証をし，その見返り担保として，本
件定期預金170万円（弁済期同年 6月30日）を Yに預け入れた。同年 7月 1日，
B振出の約束手形二通合計179万 5 千余円がYに支払呈示された。Yは，本件
定期預金からの支払を拒絶し，右手形二通を預金不足の理由で不渡りとし，ま
た，同月 4日到達の書面をもってBの期限の利益を喪失させた。
　他方，X（原告，控訴人，転付債権者）は，Aに対して，270万円の貸金債権を
有していたところ，Xは，昭和43年 7 月12日，Yを第三債務者として，本件定
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期預金につき債権差押・転付命令を得，右命令は，同日，Yに送達された。Y
は，Xに対し同月19日到達の書面をもって，連帯保証債権と本件定期預金を相
殺する旨の意思表示をした。
　本件は，Xの Yに対する定期預金債権取立請求事件であり，Xは，B振出
の約束手形の不渡りはYが弁済期到来の本件定期預金の支払を拒絶したこと
に起因するから，期限の利益を喪失させることはできないと主張した。第一審
はXの請求を棄却したので，Xより控訴。
［判　旨］控訴棄却
　債務者B振出しの約束手形合計179万円がYの支店で不渡りとなったことが
本件定期預金の支払を拒絶したことに起因するとしても，すでにAのYに対
する連帯保証債務の見返り担保に供していた本件定期預金を，手形の決済資金
としなければならない状態にあったこと自体が同人等の資産・信用状態の悪化
であり，Yが銀行取引約定書第 5条 2項の「債権保全のため必要と認められる
とき」に該当するとして，期限の利益を喪失させたことは正当である。
判例②　 東京高判昭和54・5・29金融法務事情906号33頁損害賠償請求事件・太
陽神戸銀行（原審前橋地裁桐生支判昭和52・6・30，後掲判例③の控訴審）
［事実関係］　
　昭和44年 3 月31日，Y（被告，被控訴人，銀行）は，X（原告，控訴人，酒類販売
業）に対して，ビ－ル等の仕入代金支払を使途として300万円を貸し付け，右
貸付金から金利を差引いて293万 6 千余円をXの当座預金に入金した。ところ
が，Xの代表者Aは，翌 4月 1日，右当座預金から420万円の払い戻しを受け，
これを所持したまま，家族に無断で愛人と温泉へでかけた。同日，Yは，A
がこれを所持したまま行方不明になったことを知り，Aが所在をくらました
ものと思い，前示貸付金が約定の使途とは異なる支払に費消され回収が困難と
なるおそれがあると判断し，銀行取引契約に係る約定書の定めにより，預金を
確保する手段を講ずる旨をXの他の取締役，監査役に口頭で告知したうえ，
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奈良次郎「判例批評」金融法務事情950号28頁（1981年）がある。8）
4 月 3 日，債権回収を保全する措置として，当座預金残高の全額55万1640円を
別段預金口座に振り替えた。
　右銀行取引約定書には，「Xは，Yに対し，Xの債務不履行のとき，又は履
行困難とYにおいて認めたときはXのYに対する一切の債権は，通知を要し
ないでYに対する一切の債務に振替充当されても異議がない（第 2条），Xが
Yに対し不利益な行為をしたとき，Xに債務不履行のおそれがあるとYにお
いて認めたときは，Xは，通知又は催告を要しないで期限の利益を失いすべて
の債務を一時に弁済する（第 4条 4号・ 7号）」旨の約定があった。
　他方， 4月 9 日，X振出の本件小切手 2万4712円が支払人であるYに対し
交換呈示されたが，Yは不渡りの手続をとらずにこれを依頼返却とした。その
後，右小切手の入金人は，Xの営業が急激に悪化したものと判断して，Xの店
舗にあった全商品を引き揚げた。
　Xは，Yに対して，Yが違法に小切手の決済を怠ったと主張して，損害賠
償を訴求した。第一審（前橋地裁桐生支判昭和52・ 6 ・30）は，Xの請求を棄却
したので，Xより控訴。
［判　旨］控訴棄却（上告）
　被控訴人が控訴人に対する前示貸付金債務が履行困難な事態にあると判断し
たことは相当であり，これは銀行取引約定書の第 2条の規定に該当する場合で
あるから，同規定に基づき控訴人の当座預金残高を別段預金口座に振り替えた
処置は正当であって，この点に債務不履行を問うべき余地はない。本件小切手
の依頼返却手続についても，前記銀行取引契約及び当座勘定取引契約に基づく
約定に違背するものでなく，その点において控訴人主張の債務不履行を問うべ
き余地はない。
判例③　 最判昭和57・11・4金融法務事情1021号75頁損害賠償請求事件・ 
太陽神戸銀行　原審東京高判昭和54・5・29金融法務事情906号33頁
（前掲判例②の上告審）
［事実関係］
　Xより上告（掲載誌では上告理由は明らかでない）。
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［判　旨］上告棄却
　原審の事実認定は，原判決挙示の証拠関係に照らして是認することができ，
右認定の事実関係のもとにおいては，本件約定書 2条の規定に基づき上告人の
当座預金残高を別段預金口座に振り替えた被上告人の処置に不当はなく，した
がって本件小切手の支払に関して被上告人に債務不履行の責任を問うべき余地
はないとした原審の判断も正当というべきである。
判例④　 東京地判平成3・2・18金融法務事情1293号30頁　損害賠償請求事件・
安田信託銀行
［事実関係］
　Y（信託銀行，被告）は，昭和53年 5 月23日，X（債務者，自動車部品等製造販売
業，原告）と銀行取引約定を締結した。昭和59年10月15日，Xは，Xの預金口
座に 1億1000万円を入金した（以下「本件金員」という）。当時のXのYからの
借入金は，長期短期併せて 4億6700万円であり，Xの提供した不動産担保の実
質的価値は 3億4000万円程度であり， 1億2700万円（定期預金4000万円控除後で
は8700万円）程度の担保不足の状況であった。同じころ，Xが根抵当権譲渡に
よる担保提供をYに約束しながら，これを遅滞した。
　本件金員は，預金に際し，根抵当権の譲渡を受けるための他行借入弁済資金
であるとの暗黙の了解はあったと認められる。しかるに，同月下旬になり，X
はこれを運転資金として手形決済資金に使用しようとしたので，Yは，同月29
日，本件金員を含むXの預金 1億5026万円余を前記貸付金との関連で拘束し
た（以下「本件預金拘束」という）。　
　Xは，Yを被告として，担保余力は十分であり，本件預金拘束を違法と主張
して，不法行為責任に基づき1000万円の損害賠償を訴求し，Yは，債権保全を
必要とする相当の事由が発生していたから，本件預金拘束は適法であると反論
した。
9）
「事前の預金支払制限合意」の効力（宮川）
（7）　7
河上正二「判例批評」金融法務事情1331号25頁（1992年）は，事後的な預金拘束につき適法，
違法となる基準はいかなるものかという視点から分析を加えられている。
9）
［判　旨］請求棄却
　右認定の各事実に照らせば，原告が被告に対し，他行からの根抵当権譲渡に
よる担保提供を約しておきながら，これを遅滞し，右譲渡を行う前提として調
達した本件金員を，右担保提供実行の手順を明らかにすることなく，安易に運
転資金として利用しようとしたことが本件預金拘束のきっかけとなったもので
ある。これについての被告の状況判断にも甘さがみられ，資金繰りを考慮した
うえでの十分な詰め，原告に対する十分な協議，説明等を行わないまま，突然，
本件預金拘束をしたことには問題も残るが，前記の担保不足の状況及び従前か
らの経緯等を併せ考えると，本件預金拘束が直ちに違法であるということはで
きない。
判例⑤　 最判平成14・1・17民集56巻1号20頁預金払戻等請求事件，原審名古屋
高判平成12・9・12，第一審名古屋地豊橋支判平成12・2・8
［事実関係］
　訴外A（請負者，建設会社）は，平成10年 3 月27日，訴外 B（発注者，愛知県）
との間で，公共工事請負約款に基づき，工事請負契約を締結した。Aは，同
年 4月 2 日，前払金保証事業を営むY1（保証事業会社，被告，被控訴人，被上告
人）との間に，前払金から工事の既済部分に対する代価に相当する額を控除し
た額の存返還債務について，Y1が保証する旨の本件保証契約を締結した。
　本件保証約款には，Aは，前払金を受領したときは，これをY1があらかじ
め業務委託契約を締結している金融機関に，別口普通預金として預け入れなけ
ればならないこと，また，Aは，預託金融機関に適正な使途に関する資料を
提出して，その確認を受けなければ，別口普通預金の払出しを受けることがで
きないこと，Y1は，預託金融機関に対し別口普通預金の払出しの中止その他
の措置を依頼することができること等が定められていた。Aは，Y1があらか
じめ業務委託契約を締結していたY2（預託金融機関（信用金庫），被告，被控訴人，
10）
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中村也寸志「判例解説」最高裁判所判例解説民事篇平成14年度（上）18頁（法曹会，2005年），
道垣内弘人「判例批評」法学教室263号198頁（2002年）などがある。
10）
被上告人）に別口普通預金口座（前払金専用口座，以下「本件預金口座」という）を
開設した。同月20日，同口座に約1700万円の振り込みがあった。Aの営業停
止により，Bは，同年 6月29日，本件請負契約を解除し，同年 7月31日，Y1
から保証債務の履行として残金相当額の支払いを受けた。Aは，同年 8月 7
日，破産宣告を受け，X（原告，控訴人，上告人）が破産管財人に選任された。
　Xは，Y1に対して，本件預金についてXが債権者であることの確認を求め
るとともに，Y2に対して，本件預金の支払を求めて提訴した。原審は，Y1は
本件預金につき債権質またはこれに類似する担保の設定を受けたものと認める
のが相当であるとして，Xの請求を棄却した。Xより上告受理申立。
［判　旨］上告棄却
　合意内容に照らせば，本件前払金が本件預金口座に振り込まれた時点で，B
とAの間で，Bを委託者，Aを受託者，本件前払金を信託財産とし，これを
当該工事の必要経費の支払に充てることを目的とした信託契約が成立したと解
するのが相当であり，したがって，本件前払金が本件預金口座に振り込まれた
だけでは請負代金の支払があったとはいえず，本件預金口座からAに払い出
されることによって，当該金員は請負代金の支払としてAの固有財産に帰属
することになるというべきである。
判例⑥　 甲府地判平成23・11・8金融・商事判例1394号54頁　貸金請求事件（甲
事件）損害賠償請求事件（乙丙事件）銀行名不祥（後掲判例⑦の第一審）
［事実関係］
　X（甲事件原告，乙丙事件被告，銀行）と Y1（甲事件被告，乙事件原告，音響機器
設備製造会社）は，平成17年 5 月31日，銀行取引約定を締結した。Y2（甲事件被
告，丙事件原告，同代表者・連帯保証人）Y3（甲事件被告，丙事件原告，連帯保証人）
Y4（甲事件被告，連帯保証人）は，Xとの間で，平成19年 4 月23日，極度額を 3
億6000万円とする連帯保証をした。平成20年 5 月から 6月にかけて，Xは，
11）
「事前の預金支払制限合意」の効力（宮川）
（9）　9
宮川不可止「判例批評」私法判例リマ─クス47号22頁（2013年）。11）
Y1に対し，手形貸付 1億5000万円を実行した（以下「本件手形貸付」という）。本
件手形貸付はいずれも受注見合融資であり，その返済原資を受注先からの入金
とする合意があった。同年 8月31日の時点で，Xの Y1に対する貸付額は，本
件手形貸付 1億5000万円，手形割引を含むその他貸付 1億4841万余円であり，
4803万余円の保全不足が生じており，また，Xは，その頃，Y1が債務超過状
態であることを認識した。
　Y1は， 9月10日，受注先からの入金を返済に充当することなく運転資金に
流用し，同月17日，Xに提出を約束していた再建計画書を提出しなかった（結
局，提出されることはなかった）。Xは，同月22日，Y1の普通預金口座について支
払停止の措置をとった（以下「本件口座凍結」という）。Xは，Y1に対し，12月24
日付の催告書を送付して期限の利益を喪失させ，催告書は翌25日に到達した。
　Xは，Y1～ Y4らに対し，貸金請求事件を提起し（甲事件），他方，Y1～ Y3ら
は，Xに対し，不法行為による損害賠償請求事件を訴求した（乙丙事件）。
［判旨］甲事件請求認容，乙丙事件請求棄却［控訴］
　Xには，Y1に対する債権を保全する必要性が客観的に存在し，そのための
緊急やむを得ない措置として，Y1の普通預金口座を凍結する相当な理由があ
ったということができる。本件口座凍結の直前ないし直後に期限の利益喪失の
意思表示がなされていないことをもって，本件口座凍結の相当性が否定される
ものではない。Xの行った本件口座凍結は合理的な措置であり，違法であると
は認められない。
判例⑦　 東京高判平成24・4・26金融・商事判例1408号46頁　貸金，損害賠償
請求控訴事件　銀行名不祥（前掲判例⑥の控訴審）
［事実関係］
　Y1～ Y4らは，本件口座凍結の違法性を主張して控訴した。
［判旨］控訴棄却［上告，上告受理申立て］
12）
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印藤弘二「判例批評」金融法務事情1968号 4 頁（2013年），潮見佳男「判例批評」金融法務事
情1977号 7 頁（2013年）。
12）
　預金の貸付債権に対する担保機能及び優先弁済機能にかんがみ，かつ，期限
の利益を喪失して相殺されるよりも預金の払戻しの停止にとどまる方が債務者
にとっては事実上有利であることなどの事情をも考慮すると，貸付債務の履行
ができないことを懸念するに足る合理的な理由がある場合には，前記双務契約
の場合と同様に，信義則又は公平の原則から預金の払戻しを拒絶することがで
きると解するのが相当である。被控訴人の控訴人に対する貸付債権につき債権
保全の必要性が認められるから，被控訴人による本件口座凍結は控訴人らに対
する債務不履行又は不法行為に該当するものではない。
⑴　判例の意義と支払制限合意の明確性
　取り上げた前記判例 7件の内，先例として民集に登載された最高裁判例が 1
件（判例⑤）あり，残る 6件は，最高裁判例 1件（判例③），下級審判例 5件
（判例①，判例②，判例④，判例⑥，判例⑦）である。これらの判例は，これまで
先例といえるものがほとんど存在しない分野における判例法のブランクの一部
を埋めるものであり，この点において意義を有する。なお，前記の判例 7件の
内 4件（判例④～判例⑦）は，銀行取引約定書ひな型（昭和52年改正）に関する
ものであり，ひな型廃止（平成12年 4 月18日）後の各銀行における独自・個別の
銀行取引約定書の条項につき争われたものは，まだ見当たらないようである
（なお，判例②と判例③，また判例⑥と判例⑦は，それぞれ同一事案である）。
　前記判例における広義での預金支払制限合意については，この合意を，その
明確度合に応じて，①不明確な合意，②黙示の合意，③明示・明確な合意，の
三段階に分類することができる。
　不明確な合意とは，当事者間では拘束力があるようなないような，あいまい
な内容の合意であり，書面があってもあいまいな場合もこれに含まれる。これ
は，預金者が銀行側の事情を納得したものの，書面には同意したことを現わし
ていない。いわば了解したにすぎない段階があると思われるからである。黙示
13）
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川嶋武宜・日本人の法意識93頁（岩波書店，1967年）。13）
の合意とは，意思内容は合致した黙示の合意であるものの，その後の事情変化
により拘束解除の要請があったときの対応はそのときに協議して考えればよい
といった内容の合意である。これに対して，明示・明確な合意は，合意の内容
が明確な（たとえば具体的に書面化した）場合であり，また，その後の事情変化
があっとき，違反したときの効果についても明示して合意していた（たとえば
具体的に書面にしていた）とき，を想定している。別の視点からは，この合意を
一時流用を禁止する趣旨である場合，一時流用を許容する趣旨である場合，に
分けることもできる。預金の支払制限の合意内容は，公序良俗に反するもので
はないこと，取引の非対等性から不当な条件を強制された不利益なものではな
いこと，取引上の必要性かつ合理性を有するものであること，を要するであろ
う。
⑵　判例の小括
　 7件の判例（判例①～判例⑦））は，いずれも事前に預金の支払制限につきな
んらかの合意があったケ－スである。　
　判例①では，当時，連帯保証債務の見返り担保として定期預金をしたもので
あり，そのことにつき「明示・明確な合意」があった場合といえる。しかし，
現在では，正式担保でない定期預金をこのように融資の取引条件として拘束す
る合意は否定されるから，将来，同様の事案では判決の逆転もありうるであろ
う。
　判例②判例③では，融資した翌日に，債務者は，当座預金を引き出し現金を
所持したまま一時所在不明となり，このことを，銀行は，融資金の使途（仕入
資金）の合意に反した目的外使用であり，貸付債務の履行困難とみて，債権保
全措置として当座預金残高を別段預金に振替して拘束した。しかし，この場合
の融資金の使途の合意は不明確な合意といわざるをえず，債務者は使途違反で
あると認識していたのか，また，違反した場合に預金が拘束されることを認識
できたのかという点については，不明確である。銀行が当座残高を別段預金に
移転させ銀行の管理下に預金を置いたことに対し，後日，債務者は小切手を振
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出して仕入代金決済に充てようとしたことからすると，両者間に認識のずれが
存在する。融資金の使途の合意は預金支払拒絶（不渡返却）の合意まで含むの
か，一般にはその使途を運転資金とするだけでは疑問であろう（かならず特定
の使途に充てる場合であれば，専用口座を開設して使途を管理することも考えられる）。
　判例④では，債務者は，根抵当権譲渡による担保提供を約束しておきながら
これを遅滞し，右根抵当権譲渡を行う前提としてその預入に際して他行借入弁
済資金とする旨の暗黙の了解があった預金を，右担保提供の手順を明らかにす
ることなく使用しようとした。この場合の預金支払制限合意は，判示のとおり，
「黙示の合意」であろう。しかし，この預金につき払出可能なときと支払拒絶
のときの区分基準については明確に合意していないので，「不明確な合意」と
もいえそうである。銀行としては，担保不足状態であること，それを解消する
ための預金であること，目的外の支払を禁止すること等を明確に書面化して合
意して置くべきであったといえる。　
　判例⑤では，いわゆる公共工事前払金保証制度の仕組みとして，預金の支払
制限目的とその内容が明確であり，「明示・明確な合意」があったといえる。
適正な資金使途以外の預金払出しはできないこと，金融機関はこれを確認する
義務があることが書面に明記され，この仕組みないし合意の効果は預金債権の
帰属の判断にも及んでいる。
　判例⑥判例⑦では，いわゆる受注見合いの融資として，受注先からの回収金
を貸付の返済原資とする合意であるので，この合意が預金支払制限の合意をも
包含するのかという点については，「不明確な合意」といえる。回収入金を返
済に充ててもよいという程度の合意があったのか，回収入金を返済に必ずあて
る「黙示の合意」があったのかという点については，借主は前者と考え，銀行
は後者を期待し，両者の認識に乖離が存在していたのではないだろうか（かり
に代理受領ないし担保的振込指定にしていた場合には，担保目的の合意であることは明
らかであろう）。
　事前の預金支払制限合意の目的については，融資に関するもの［保証債務の
見返り担保（判例①），融資金の使途限定（判例②判例③），他行借入弁済資金
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（判例④），返済原資限定（判例⑥判例⑦）］と，公共工事前払金保証に関するも
の［判例⑤］とに二分することができる。前者の場合の合意内容は上記のとお
り概して担保目的でありながら，書面回避現象がみられるのに対し，後者の場
合の合意内容は前記のとおり明示され明確である。
3　事前の預金支払制限合意の効力
⑴　事前の合意の効力
　事前の合意の効力に関しては，民法上制約されることがあり，たとえば，債
務の不履行につき損害賠償の額を予定（合意）することは自由にでき（民法420
条 1 項），その場合，裁判所はその額を増減することができないと規定されて
いることについては，すでに触れた。しかし，判例法では，特約による損害賠
償額が不当に過大なときには公序良俗違反として無効とするなど，合意の効力
を制限するものがみられる。また，判例は，銀行取引におけるいわゆる拘束さ
れた即時両建預金を取引条件とする貸付けは独占禁止法違反である，としてい
た。
　しかし，判例の小括でみたとおり，判例法は，一般に，事前の預金支払制限
の合意の効力を制限してきた，ともいいがたい。ただし，預金支払制限の合意
は，一般に当事者の力関係が非対等のもとでなされるから，自由な合意形成が
なされない場合には，合意そのものの有効性を問題にせざるを得ないときも生
じうる。
　次に，事前の預金支払制限合意は，一時流用をも禁止する趣旨のものである
のか。判例①，判例④，判例⑤の三件については，いずれも一時流用を禁止す
る趣旨のものであろう。けだし，判例①は，保証人に信用の裏付けがないため
に，見返り担保として定期預金を預け入れしたものであり，定期預金を解約し
て一時流用すると，保全不足状態をもたらすことになる。判例④は，この預金
14）
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前掲註3） 大判昭和19・ 3 ・14参照。
本多・前掲註7） 論文41頁は，具体的な合意であっても一方的に銀行側に有利な合意は，コン
プライアンス上の観点から問題になりかねない旨を述べている。
14）
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を一時流用すると，他行に対する弁済を実現することができなくなり，したが
って，他行からの根抵当権の譲受が画餅に帰すことになりかねない。いずれの
場合とも信用不足状態ないしは担保不足状態であることからして，一時流用を
禁止する趣旨のものと解するのが相当であろう。これに対して，判例⑤は，い
わゆる公共工事前払金保証制度の仕組みのなかに，専用口座たる別口普通預金
の支払制限－払出しは適正な使途に関する資料を提出しその確認を受ける－を
組み込み，一時流用をも禁止することを具体的かつ明確にしている。
　一方，判例②判例③の場合は，預金の使途を直接に制限したものではなく，
融資金の使途を商品仕入資金に制限したものにすぎず，また，判例⑥判例⑦の
場合は，返済原資として受注先からの回収を期待したものにすぎないため，い
ずれの場合も，一時流用を禁止したものと解することは疑問であり，いずれに
せよ，一時流用を禁止するのか許容するのかを明確にして文書化することが望
まれる。　
　使途限定の合意は，融資金の使途限定の場合（判例②③）と預金の使途限定
の場合（判例④）に分けることができる。前者の融資金の使途限定（判例②③）
は，預金支払制限を直接に合意したものではないから，厳密には預金支払制限
の合意ではないといえる。しかし，工場建設資金（設備資金）を使途とする取
得物件の担保提供を約束した融資の場合には，銀行は，債務者から工場設備の
担保提供を受けることにつき合理的期待を有するものであり，したがって，設
備資金を運転資金に流用することは設備の担保提供を困難にする。しかし，判
例②③の使途は運転資金のケ－スであり，具体的な使途違反内容や銀行の合理
的期待とはどのようなものか判然とせず，むしろ預金引出により融資金が事業
資金に利用されていないこと及び背信的な所在不明の疑いを無視できないので
あろう。
　これに対して，判例④のケ－スでは，預金の使途を他行弁済資金とすること
16）
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このほか，使途を限定して寄託した金銭の法律問題については，佐伯仁志＝道垣内弘人・刑法
と民法の対話 3～ 6頁（有斐閣，2001年）。
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を合意し，他行弁済により根抵当権取得を可能とするものであり，根抵当権の
譲受により担保不足状態の改善を図るのであるから，銀行は担保取得に合理的
期待を有するものである。この点につき暗黙の合意ないし明示・明確な合意を
した場合には，違反した債務者（預金者）は信頼性破壊の批判を受けざるを得
ないであろう。融資金の使途限定の場合には，前述のとおり，専用口座による
管理をしないかぎり，預金の支払制限の実効を確保することができない。右口
座による管理をしないのであれば，個別に使途を確認して貸付を分割して行う
ことも考えられるものの，この方法による場合は預金の支払い制限に連結する
ものではない。いずれにせよ，融資金の使途限定については，それを厳格に行
う必要性の存否を含めて，事前の合意の効力という視点から，今後さらに議論
を進める必要があろう。
　判例⑥判例⑦は，受注先からの回収金（当座預金入金）を融資の返済原資と
する合意をしたものである。換言すると，当座預金残高の内，右回収金を返済
以外には使用禁止とする趣旨の合意でもあるから，間接的には預金の使途を限
定したことになる。しかし，銀行に返済を受ける期待があったにせよ，返済原
資が当座預金の残高を構成するものであり，代理受領や担保的振込指定等の担
保的拘束がないため，これを人件費，原材料費をはじめ運転資金に流用するこ
とは容易にできることになる。
　事前の預金支払制限の合意が合理性を有する場合とは，具体的にどのような
場合であるのか。ここで例示すると，判例④では，自行に他行借入弁済資金を
預金として預入れして支払制限をする→その預金から他行に全部弁済する→他
行から根抵当権を譲受け自行の担保不足状態を解消する，ことを予定している。
この預金支払制限は，さらに，今後の銀行取引進展を導き出すための合理性を
有する手段であるといえる。また，判例⑥判例⑦では，受注見合の融資とせず
に，代理受領や担保的振込指定によるならば，第三債務者において，銀行の債
務者は信用調達力がないからこのような代理受領のような方法によるのではな
いかという疑念を持ちかねない。そうすると，いわゆる受注見合の融資にとど
めることは，これを回避できる利点がある。
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　これらの各場合（判例④⑥⑦）においては，担保目的を明らかにして，違反
した扱いも含めて具体的で明確な預金支払制限合意をした場合には，債務者の
みが不当に不利益を受けるものではないかぎり，当事者間で合理的な仕組みを
構築した判例⑤の場合と同様に，その合意には合理性がありその効力を肯定す
べきものと考えられる。債権者として許される私的自治の範囲はどこまでか，
という視点からの検討も必要となる。銀行取引において，事前の合意がない場
合，債権保全を必要とする相当の事由が生じたときに，一般に問題が表面化す
る。
⑵　事前の預金支払制限合意がない場合と債権保全を必要とする相当の事由が
　　生じたとき
　債権保全を必要とする相当の事由が生じたときには，債権者の基本的な対応
として以下の三つのケ－スがあろう（先に期限の利益喪失事由が発生し，その後で
債務者から預金払戻請求があり，いずれも保全不足状態であることを前提とする）。
類型①　事業継続の見通しがあるときは，債務者に弁済等を講じる時間的余裕
を与えるため，期限の利益を喪失させない（債務者には，期限の利益喪失事由に該
当していることを告知する）。
類型②　事業継続の見通しがあるときは，債務者に増担保約定により追加担保
の提供を期限を設けて求める。それが不履行のときには期限の利益を喪失させ
る。
類型③　事業継続は困難であり，倒産のおそれがある場合には，期限の利益を
喪失させる。　上記の三類型を基本において，預金の支払請求が債権保全を必
要とする相当の事由が生じたときと前後してあった場合については，どのよう
に論理構成するべきか。
17）
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東京高判昭和63・ 1 ・25金融法務事情1193号33頁は，年金の振込指定，年金振込金の弁済充当
特約，普通預金の不解約特約を結合させた返済方法につき，合意の効力を認め，その違法性を否
定した。預金の支払制限合意に類似するものとして，全体構造から合意の効力につきより検討す
べきものであろう。
17）
　危機時における流動預金の凍結ないし拘束に関する問題について，学説にお
ける議論の活発化は近時になってからであり，また，裁判例は，上記のとおり
近時のものが多く，それも十分に集積されたものとはいいがたい。かっては，
中小企業の両建・拘束預金として違法性が議論された時期もあり，行政指導も
中小企業の実質金利負担の解消，取引の正常化・公正化に主眼が向けられてい
た。これに対して，危機時における流動預金の凍結は，これとは異なり緊急性
があり，預金凍結に客観的合理性がないときには，取引企業の対外信用失墜な
いしは倒産の引き金になりかねない。預金者からの払戻請求（A）と銀行の預
金口座凍結との関係については，債権保全を必要とする相当の事由の発生（B），
相殺適状（Ｃ），相殺（Ｄ）との前後関係について個別的に検討する必要がある。
預金者からの払戻請求があった段階（Aの段階）で Bの事由が発生していない
かぎり，銀行による預金の支払停止は，債務不履行責任ないしは不法行為責任
を問うことになろう。しかし，Aの段階よりも Bの段階が先行していた場合
では，Ｃの段階やＤの段階に至っていなくとも，預金口座の凍結は可能である
とする見解が示されている。一方，潮見佳雄教授は，預金拘束を正当化するた
めの「債権保全を必要とする相当の事由」がある場合と，期限の利益喪失喪失
事由としての「債権保全を必要とする相当の事由」とは一致していることを前
提にして，これらの事由に該当した場合には，預貸金間に牽連性が新たに創造
され，これにより，払戻拒絶は正当化されるという視点を提供される。事前の
預金支払制限の合意の有無と内容もこれに関係するように思われる。これに対
して，「債権保全を必要とする相当の事由が生じたとき」であって，期限の利
益喪失事由があるときには，預金拘束は違法とならないとみる裁判実務家の見
解があり，この見解によると，債権保全の必要性につき，合理的な疑いが生じ
18）
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宮根宏一「要求払預金の拘束」平井一雄先生喜寿記念・財産法の新動向435頁（信山社，2012
年）。アンダ─ソン・毛利・友常法律事務所・精選金融判例解説─金融実務の観点から77頁［岩
崎大＝戸田裕典］（日本加除出版，2013年）。
潮見佳男「普通預金の拘束と不法行為─損害賠償責任の判断構造」金融法務事情1899号26，27
頁（2010年）。
本多・前掲註7） 論文42頁。
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た段階では，まだ預金払戻拒絶は正当化されないとみることになる。
　債権保全を必要とする相当の事由が生じた場合であるかの判断については，
実際には，具体的事象を個別に認定してこれを総合的に判断することになる。
債務者としては，事情変更に関する再度の交渉ないしその可能性を真剣に模索
することがまずは必要である。たとえば上記判例⑥⑦では，融資を受けた後の
債務者においては，経営の赤字と債務超過が表面化し，返済原資の流用，再建
計画の不提出などの信頼関係破壊要素が先行して生じていることを重視する必
要があり，またこれ以外の事実関係を総合的に勘案すると，結論は，預金支払
制限は適法（履行拒絶の正当化）と判断することになろう。この判断過程は，返
済原資の合意とその違反があっただけではなく，実際には，個別事象を認定し
考慮要素を総合的に勘案して，信義則・公平の原則から合理的判断がなされる
ものであろう。それゆえ，預金凍結につき，銀行側にさらにより具体的な法的
利益の存在をも要求する見解に与することは躊躇せざるを得ない。以上，事前
の預金支払制限合意がない場合と債権保全の必要性について概観した。
⑶　検討結果のまとめ
　最後に，これまでの検討結果についてまとめておきたい。事前の預金支払制
限合意の効力については，流動預金を対象とするときには，合意の効力を否定
するに適した分野ではないかと思われた。また，即時両建預金を取引条件とす
る貸付につき，独占禁止法に違反するとした最高裁判例もあった。しかしなが
ら，これまで検討したとおり，判例法は，事例は少ないものの，明示・明確な
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石川博康・再交渉義務の理論207頁以下（有斐閣，2011年）は，交渉促進の手段という視点か
ら，わが国での再交渉義務論の体系化を試みている。
履行拒絶の正当化と同時履行関係への移行との異同については，松井和彦・契約の危殆化と債
務不履行217～218頁（有斐閣，2013年）参照。
伊藤眞「危機時期における預金拘束の適法性─近時の下級審裁判例を素材として」金融法務事
情1835号15頁（2008年）。
前掲註4） 最判昭和52・ 6 ・20参照。他方，最判昭和58・ 3 ・ 8 金融法務事情1025号47頁は，
信用保証協会保証付の無担保貸付による両建定期預金の拘束につき，実質金利を高める目的はな
いこと，債務者の要請に応じた与信額の拡大に資するものであることを認め，独占禁止法違反を
否定している。
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合意の場合（判例①，判例⑤），黙示の合意の場合（判例④）につきその効力を肯
定している。さらに，不明確な合意の場合（判例②，判例③，判例⑥，判例⑦）
についても，合意の効力を一般的に制限する傾向を示してはいない。判例は，
個別具体的に合意の内容や考慮要素を吟味して，取引上の合理性の範囲を逸脱
していないものについては，当事者間の合意を尊重し合意の効力を認める判断
をしているのではないだろうか。なお，事前の制限合意の活用分野として，相
続預金の支払方法についての事前合意をあげることができる。
お わ り に
　銀行取引において事前に預金支払制限の合意をする場合があり，その場合の
合意の内容及びその効力につき検討を加えることが必要になる。なんの根拠も
なく事前に預金の支払を禁止する合意であるならは，預金者に不当な不利益を
強いるものとして，原則としてその効果は無効である。合意内容は，公序良俗
に反するものではないこと，取引の非対等性から債務者に不当な条件を強制し
て不利益のみを与えるものではないこと，取引上の必要性かつ合理性を有する
ものであることを要する。債権者として許される私的自治の範囲内を画するこ
とが肝要である。なお，融資金の使途を限定する場合には，専用口座による払
出制限の合意を付加することにより，預金支払制限の合意に直結する。
　事前の預金支払制限合意とその効力について，これまで検討した結果，判例
法は，即時両建預金の場合を除き，一般に合意の効力を制限してきたものとは
いえないことが明らかになった。また，担保目的でありながら，全般的に書面
回避現象がみられた。これに対し，公共工事の前払金保証制度では，預金の払
出制限合意が制度の仕組みのなかに組み込まれていることは特筆されるべきも
のであり，最高裁判例（前掲判例⑤）は，前払金を信託財産とし，これを当該
25）
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書面の回避や対応は紛争が生じたときに協議する態度など，日本社会の契約観の特徴（内田
貴・契約の時代─日本社会と契約法54～59頁（岩波書店，2000年））の一端を示しているように
も思われた。銀行は両建預金の問題をすこし過剰に意識しているのではなかろうか。この点につ
いては，今後さらなる分析と議論を要するであろう。
25）
工事の必要経費の支払に充てることを目的とした信託契約の成立を認めるにい
たっている。この場合の預金の支払制限合意の効果は，預金債権の帰属の判断
に影響を及ぼしており，この合意に合理性と必要性があることは明らかであろ
う。
　判例法については，判例集積が十分ではないため，判例法は成熟途上にあり，
したがって，今後の判例集積を期待するとともに，明示・明確な支払制限合意
事例が出現・増加することを望みたい。
　今後の課題としては，事前の預金支払制限合意の判断枠組みにつき，本稿と
は異なる視点からの批判を加えて，さらに議論を深めることが必要であろう。
一方では，事前の合意がない，緊急的な預金凍結の場合とより詳しく比較する
ことも必要となり，債権保全の必要性との関連分析を進めることは，残された
課題であろう。
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銀行による預金払戻しの拒絶問題を横断的にとりあげたものとして，森下哲朗「銀行による預
金の払戻しの拒絶」岩原紳作＝山下友信＝神田秀樹編集代表・会社・金融・法［下巻］527頁以
下（商事法務，2013年）がある。
鈴木禄弥編・新版注釈民法（17）288頁［鈴木禄弥＝山本豊］（有斐閣，1993年）は，債権保全
の必要性につき，信義則に基づいての客観的・合理的な解釈を重視している。
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